
Ⅳ 主要事業  

 

１ くらしの安全・安心の確立 

 

＜令和元年の台風等災害からの復旧・復興＞ 

 

[参考：令和元年度２月補正予算案計上事業] 

○一部損壊の住宅への支援（建築指導課）      800,000 千円 

（既定予算とあわせ 4,000,000 千円） 

   令和元年台風１５号及び１９号、１０月２５日の大雨により被災された方の早期の生活 

再建を支援するため、これまで支援制度の対象外であった一部損壊の住宅の修理費用に  

ついて、国の制度を活用した助成と併せ、上限額の上乗せや補助対象の拡充など地方単独の 

支援により、最大で５０万円を助成します。 

［補助対象］被災した屋根・外壁等の修理費用 

 

１．災害救助法適用地域の被災住宅で一部損壊 10％以上の場合 

  ・修理費が 150 万円を超える分について、20％（20 万円）を上限に支援 

災害救助法の応急修理とあわせて、最大 50 万円 

 （補助率）県 8/10、市町村 2/10 

   ※修理費 150 万円以下の分については、災害救助法の応急修理により、最大 30 万円 

まで国と県が協調して補助 （補助率：国 1/2、県 1/2）  

 

２．災害救助法適用地域の被災住宅で一部損壊 10％未満 及び 

災害救助法適用外地域の一部損壊住宅の場合 

（１）国交付金の対象となる修理 

国交付金を活用し、修理費の 20％（30 万円）を上限に支援するとともに、  

修理費が 150 万円を超える場合については、地方単独で最大 20 万円を上乗せ 

（補助率）修理費 150 万円以下：国 5/10、県 3/10、市町村 2/10 

       修理費 150 万円超 ：県 8/10、市町村 2/10 

（２）国交付金の対象とならない修理 

修理費の 20％（50 万円）を上限に地方単独で支援 

（補助率）県 8/10、市町村 2/10 

※（１）と（２）の併用可能。ただし、あわせて最大 50 万円が上限 
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○令和元年の台風１５号等に係る災害救助事業（防災政策課） 

1,400,000千円（R1.2補正 1,300,000千円） 

  被災市町村が行った住宅の応急修理などの災害救助に要する経費について、災害救助法に 

基づき負担します。 

  ［負担割合］国 1/2、県(基金)1/2 

 

 

 

 

○応急仮設住宅の借上げ（住宅課） 426,720千円（R1.2補正後 230,998千円） 

災害救助法に基づく応急仮設住宅として、県が民間賃貸住宅を借り上げます。 

［借上戸数］ 600戸を予定 

 

 

 

 

○災害復興住宅資金利子補給事業（住宅課） 25,000千円（R1.2補正 204千円） 

（債務負担行為の設定） 

被災した住宅の補修等に係る被災者の経済的負担を軽減するため、被災者が資金を金融機関

から借り入れる場合に、市町村と共同して利子の一部を助成します。 

［利子補給額］ 市町村が行う利子補給に対し、県が市町村に1％分を上限に助成 

 

 

 

 

○セーフティネット資金利子補給事業（経営支援課） 

 147,000千円（R1.2補正 8,500千円） 

被災した中小企業が設備等を復旧する際などに、金融機関から融資を受けた、中小企業振興

資金の災害対策資金（セーフティネット資金）について利子補給を行います。 
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○被災農業者・漁業者向け利子補給・債務保証料補助事業（団体指導課） 24,558 千円 

（債務負担行為の設定） 

被災した農業者及び漁業者が、経営の維持安定又は施設の復旧のため、金融機関から資金を

借り入れる場合に、市町村と共同して利子及び債務保証料の助成を行います。 

［貸付概要］農業・漁業の再生産に必要な資金 貸付限度額  600万円 償還期限7年以内 

      農業・漁業用施設の復旧資金   貸付限度額 1,000万円 償還期限8年以内 

（うち据え置き2年以内） 

［貸付機関］農協・信漁連等金融機関 

 

 

 

 

○特産果樹産地再生事業【新規】（生産振興課） 4,200 千円 

  被災した安房地域の特産果樹産地において、若い担い手への園地集約につなげるため、園地

の現状調査や自然災害に強い栽培モデルほ場の設置、樹木再生の調査など、産地の再生に  

向けた支援を行います。 

 ［事業内容］ 

  ・ほ場状況調査       1,550千円 

  ・栽培モデルほ場の設置   1,930千円 

  ・樹木再生調査        720千円 

 

 

 

 

○一宮川流域浸水対策特別緊急事業（河川整備課） 

1,728,000千円（R1 784,000千円） 

（債務負担行為 512,000千円） 

  令和元年度の大雨による甚大な被害を踏まえ、一宮川流域において同規模の降雨による再度

の浸水被害ゼロを目指すため、関係機関が行う内水対策や土地利用施策と連携し、今後   

１０箇年の特別緊急事業により、河道の拡幅や調節池の増設などを実施します。 

 ［主な事業内容］ 

  ・一宮川中流域における河道拡幅や河道断面の拡大 250,000千円 

  ・一宮川下流域における河道掘削による流下能力の確保 20,000千円 

  ・一宮川第二調節池の増設、堤防嵩上げなどの河川改修 

 （旧事業名称：一宮川浸水対策事業）   1,428,000千円（R1 784,000千円） 
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[参考：令和元年度２月補正予算案計上事業（国補正予算に伴うもの）] 

○一宮川流域浸水対策特別緊急事業（河川整備課）      100,000千円 

（既定予算とあわせ 900,000千円） 

令和元年度の大雨による甚大な被害を踏まえ、一宮川流域において同規模の降雨による 

再度の浸水被害ゼロを目指すために実施する特別緊急事業について、必要な測量、設計等の

経費を計上します。 

［主な事業内容］ 

 ・用地測量、物件調査、概略設計 

 

 

 

[参考：令和元年度２月補正予算案計上事業] 

○被災農業施設等復旧支援事業（担い手支援課） 3,069,000千円 

（既定予算とあわせ 26,909,500千円） 

台風等により甚大な被害が発生した農業用ハウス等の施設の再建・修繕や撤去の経費と 

ともに、再建・修繕と併せてハウスを強化・補強する経費についても助成します。 

［事業内容］ 

・施設の再建・修繕、撤去 

［補助対象］農業用ハウス、畜舎、加工用機械等の再建、更新、修繕、撤去・処分に 

係る経費 

［補 助 率］9/10以内（国3～5/10以内、県2～4/10以内、市町村2/10以内） 

・農業用ハウスの強化、補強 

［補助対象］復旧に併せてハウスを強化・補強するための経費 

［補 助 率］1/2以内（国3/10以内、県2/10以内）上限500万円 

 

 

 

○農業用ハウス強靭化緊急対策事業（生産振興課）80,620千円（R1.9補正 37,200千円） 

台風・大雪等の災害による被害を防止するため、農家が行う農業用ハウスの補強対策等に 

係る経費に対し助成するとともに、日常的な保守管理を行うためのマニュアル作成や講習会を

開催します。 

［事業内容］ 

・災害対策マニュアルの作成、講習会の開催等 2,320千円 

・農業用ハウスの補強等への補助       78,300千円 

［補助対象］農業用ハウスの補強、防風ネット・融雪装置等の設置 

［補 助 率］1/2以内 
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[参考：令和元年度２月補正予算案計上事業] 

○地域コミュニティ施設等再建支援事業【新規】（市町村課） 150,000 千円 

   台風１５号・１９号、１０月２５日の大雨により被害を受けた集会所などの地域      

コミュニティ施設について、自治会・町内会等が行う施設の復旧に要する経費に対し、    

助成します。 

  ［補 助 先］県内市町村（間接補助） 

  ［対象経費］自治会・町内会等が行なう地域コミュニティ施設の復旧（建替え・修繕） 

  ［施設要件］地域の住民がコミュニティ活動等で利用するために、維持・管理している 

        施設であること         

  ［補 助 率］1/3 

    ［補助上限額］1施設あたり 建替え 5,000 千円、修繕 2,500 千円 

 

 

 

 

○児童相談所一時保護所等への非常用自家発電機の整備【新規】（児童家庭課） 

21,000 千円 

停電発生時に、入所児童の体調管理等に必要となる最低限の電力を確保するため、可搬式の 

非常用自家発電機を整備します。 

 ［整備台数］ 7 施設 30 台 

 

 

 

 

[参考：令和元年度２月補正予算案計上事業］ 

○非常用自家発電設備整備事業（高齢者福祉課､医療整備課､障害福祉事業課） 714,800 千円 

   災害時に高齢者福祉施設や障害者支援施設等の入所者等の安全な生活環境を確保するため、 

非常用自家発電設備の整備について、助成します。 

 ［補 助 率］国 1/2、県 1/4、事業者 1/4 

   [補助対象] 非常用自家発電設備 

  [内  訳] 特別養護老人ホーム等 450,000 千円 

       介護老人保健施設    75,000 千円 

        障害者支援施設等   189,800 千円 
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○特別支援学校への医療的ケア用発電機の整備【新規】（特別支援教育課） 8,523千円 

  災害等による停電発生時にも、人工呼吸器や喀痰吸引機を用いた医療的ケアを継続的に実施

するため、特別支援学校に非常用発電機を整備します。 

 ［整備対象校］特別支援学校20校（26台） 

 

 

 

 

○信号機滅灯対策事業【新規】（警察本部交通規制課）  33,000千円 

  停電により、信号機が機能しなくなることがないよう、持ち運びが可能な発電機等を整備 

します。 

 ［事業内容］ 

  ・可搬型発動発電機の整備200台 

 

 

 

 

○ダムの予備発電設備機能強化【新規】（河川整備課） 278,300千円 

（債務負担行為 50,000千円） 

  大規模停電時においても、ダムゲートなどの操作が可能となるよう、予備発電設備機能を 

強化します。 

 ［事業内容］ 

  ・高滝ダム・亀山ダムの予備発電設備機能強化（運転可能時間を72時間へ延伸） 
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＜地域防災力の向上＞ 

 

○千葉県地域防災力向上総合支援補助金（防災政策課） 250,000千円（R1 150,000千円） 

  自助・共助の取組を充実させ、県全体の地域防災力の向上を図るため、市町村が地域の実情

を踏まえて主体的に実施する事業に補助します。 

なお、令和元年の台風・大雨では、長期停電や断水、通信の途絶が発生したことから、    

ライフラインの確保や情報伝達体制を強化するため、事業費を増額し、今後3年間で整備を進め

ます。 

［補 助 率］1/2 

 

 

 

 

○大規模災害広域避難基礎調査事業【新規】（防災政策課）  10,000千円 

 東葛地域等の人口集中地域で高潮等による大規模災害の発生が予想された場合に、東京方面

から多くの避難者が見込まれる一方、県内においても遠方に避難する多数の住民が駅に集中 

したり、避難する方向が特定の地域に偏ったりする事態が想定されます。 

こうした事態を想定し、円滑な避難が行われるよう、鉄道事業者等や市町村との協議を  

進めるため、避難者の規模や避難の方向等を把握する調査を実施します。 

［対象地域］ 

東京湾沿岸等の人口密集地域 

［調査内容］ 

対象地域内の駅ごとの広域避難者数、避難方向別の可能輸送力 

 

 

 

 

○備蓄物資整備事業（危機管理課） 150,000千円（R1 100,739千円） 

「災害時の緊急物資等の備蓄に関する計画」に基づき備蓄している物資のうち、災害対応 

での払い出しにより消耗した分の補てんや賞味期限が到来する分の更新等を行います。 

また、昨年の台風１５号等での経験を踏まえ、県が平時から備えおくべき物資の種類や数量

を検証し、備蓄計画の見直しを行なったうえで、必要な物資の増強を速やかに行います。 
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○防災訓練事業（危機管理課） 30,000千円（R1 180,000千円） 

  災害時に迅速な対応ができるよう、関係機関と連携して防災訓練を実施します。 

  なお、訓練内容については、台風１５号等での災害対応に係る検証結果等を踏まえ、より  

実践的な内容に見直しを行い、災害対応力の充実・強化を図ります。 

 ［主な訓練内容］ 

  ・九都県市合同防災訓練・実動訓練 16,500千円 

  ・図上訓練             10,000千円 

  ・津波避難訓練            2,375千円  

  ・帰宅困難者対策訓練             700千円  

  ・土砂災害避難訓練          425千円   

 

 

○防災研修センター運営事業（防災政策課） 40,320千円（R1 36,600千円） 

 （債務負担行為 120,000千円） 

  消防学校の防災研修センターにおいて、自主防災組織をはじめとする県民等に対し、実践的

な研修を行います。 

  また、令和３年度以降の研修について、台風１５号等の災害の教訓などを踏まえ、地域の 

自助・共助を強化するため、研修内容の一層の充実を図ります。 

［事業内容］ 

 (1) 令和2年度の研修実施委託 37,260千円 

 (2) 令和3年度～令和5年度の研修委託 

・研修企画費等      3,060千円（令和2年度予算） 

    ・研修実施委託      120,000千円（債務負担行為） 

 

 

○東京オリンピック・パラリンピックに向けた消防・救急体制構築事業【新規】 

（危機管理課）150,000千円 

  東京オリンピック・パラリンピック大会開催期間中の競技会場や空港、その周辺地域に  

おける消防・救急体制に万全を期すため、県内消防本部の応援体制の構築及びＮＢＣ等テロに

対応するための資機材の整備について、助成します。 

 ［補 助 先］ 

  ・開催地・空港所在地の地元消防本部（受援消防本部） 

  ・応援部隊を派遣する県内消防本部（応援消防本部） 

 ［対象経費］ 

   応援・受援に要する車両の輸送費、テロ対応資機材購入費 等 

 ［補 助 率］10/10（全額国庫）  
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＜公共施設の防災対策＞ 

 

○河川・海岸・砂防事業〔一部再掲〕（県土整備政策課、河川整備課、河川環境課） 

25,725,955千円（R1 23,408,453千円） 

（債務負担行為 2,011,000千円） 

令和元年度の台風１５号、１９号、１０月２５日の大雨による甚大な被害から、着実に

復旧・復興を果たすため、河道拡幅や護岸整備などの河川改良や、急傾斜地の擁壁工など

の土砂災害対策を強化し、激甚化する災害から、県民の生命・財産を守ります。 

［主な事業］ 

（補助事業） 

・河川事業 7,304,421 千円（R1 5,712,444 千円） 

 ・河道拡幅などの河川改良 6,728,950 千円（R1 5,527,780 千円） 

 ・予備発電設備機能強化などのダム機能確保 

 575,471 千円（R1  184,664 千円） 

・海岸事業 1,119,000 千円（R1 1,136,000 千円） 

・砂防事業 1,723,300 千円（R1 1,508,000 千円） 

 ・急傾斜地の擁壁工事などの土砂災害対策 

 1,463,300 千円（R1 1,248,000 千円） 

・河川海岸津波対策事業 1,790,000 千円（R1 4,576,000 千円） 

 ・河川津波対策（一宮川堤防かさ上げ等） 1,790,000 千円（R1 1,500,000 千円） 

（単独事業） 

・河川事業 8,133,888 千円（R1 5,320,586 千円） 

 ・中小河川の河川改良 6,377,588 千円（R1 4,137,500 千円） 

   うち河道内の堆積土等の撤去 1,975,200 千円（R1 350,300 千円） 

 ・ダム堆砂対策などのダム機能確保 968,782 千円（R1   669,662 千円） 

 ・排水機場等の整備補修、水位計の更新などの水防事業 

 702,018 千円（R1   467,324 千円） 

・海岸事業 873,678 千円（R1  753,143 千円） 

・砂防事業 796,668 千円（R1  628,280 千円） 

 ・急傾斜地の擁壁工事（市町村への補助含む）などの土砂災害対策 

 260,000 千円（R1   211,000 千円） 

 ・既存の砂防・地すべり・急傾斜地崩壊防止施設の維持管理 

 400,000 千円（R1   322,000 千円） 

  ・災害復旧事業 841,000千円（R1    731,000千円） 

  ・直轄事業負担金 3,144,000千円（R1  3,043,000千円） 

・利根川、江戸川等河川改修事業 2,159,000千円（R1  1,495,000千円） 

・思川開発事業 792,000千円（R1   278,000千円） 
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[参考：令和元年度２月補正予算案計上事業（国補正予算に伴うもの）]            

 ○河川・海岸・砂防事業〔一部再掲〕（河川整備課・河川環境課）       1,545,000千円 

（既定予算とあわせ 28,073,400 千円） 

台風等での被害を踏まえ、氾濫発生の危険性が高い区域において、洪水時の河川水位の 

低下を図るための河道掘削や河川堤防の強化を進めます。また、被害の大きかった一宮川

流域において、今後１０箇年の特別緊急事業を進めるため、必要となる測量などに

係る費用のほか、市町村が進めるがけ崩れ対策事業へ国と協調した補助の実施や 

災害時の観測に特化した危機管理型水位計の設置などの事業費を計上します。 

［主な事業］ 

・総合流域防災事業                         132,000千円 

・広域河川改修事業                         636,000千円 

・一宮川流域浸水対策特別緊急事業（再掲）                          100,000千円 

・災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業                100,000千円 

・災害関連地域防災がけ崩れ対策事業【新規】              455,000千円 

・水防整備事業【新規】                       92,000千円 

・土砂災害警戒対策事業                       30,000千円 

 

 

 

 

○河川津波対策事業〔再掲〕（河川整備課） 1,790,000千円（R1 1,500,000千円） 

  津波により甚大な被害を受けた九十九里沿岸の河川において、堤防のかさ上げを実施すると

ともに、河口や河川の合流部に水門や陸閘を設置するなど、より万全な対策を図ります。 

［主な事業］ 

  ・堤防かさ上げ工事                      970,000千円（R1 590,000千円） 

  ・開口部対策                       640,000千円（R1 910,000千円） 
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○震災対策農業水利施設整備事業（耕地課） 131,000千円（R1 22,900千円） 

  土地改良施設の地震等による被害を未然に防止するため、耐震性点検、ハザードマップの 

作成等を行う市町村を支援します。 

 [主な事業]  

  ・ため池（ハザードマップの作成）   126,000千円 睦沢町など8市町（105か所） 

  ・農道（橋梁耐震化対策整備計画策定）  5,000千円 大多喜町（1か所） 

 

 

 

 

○農地防災事業（耕地課） 2,471,170 千円（R1 2,291,930 千円） 

  農地や農業用施設等の自然災害による被害を未然に防止するため、防災対策工事を行います。 

 ［補助事業］                 2,201,170千円（R1 2,091,930千円） 

  ［主な事業］ 

   湛水防除事業  1,088,535千円（R1 830,050千円）一松地区（白子町）など5地区 

   ため池等整備事業 204,017千円（R1 233,380千円）大正地区（館山市）など5地区 

   地すべり対策事業 285,618千円（R1 331,500千円）田子山田地区（鋸南町）など6地区 

 ［単独事業］                  270,000千円（R1 200,000千円） 

  ［主な事業］ 

地すべり対策事業 215,000千円（R1 185,000千円）鋸南町地区など5地区 
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○治山事業（森林課） 1,853,543千円（R1 1,583,155千円） 

  山崩れや地すべりによる被害を未然に防止し、災害に強い森林をつくるため、災害予防工事

や保安林の整備等を行います。 

また、九十九里地域の津波対策として、海岸保安林の植栽工事等を行います。 

 ［事業内容］ 

  ・補助事業 1,261,000千円（R1 1,049,600千円） 

    山地治山事業  272,000千円（R1  270,500千円）  

    復旧治山事業  130,000千円（R1  120,000千円）         

    保安林整備事業 823,500千円（R1  623,600千円）  

     うち津波対策分 490,000千円（R1 485,000千円） 

    治山施設災害関連事業 35,500千円（R1 35,500千円）  

  ・単独事業   191,543千円（R1  137,555千円） 

  ・災害復旧事業 401,000千円（R1 396,000千円） 

 

 

 

 

[参考：令和元年度２月補正予算案計上事業（国補正予算に伴うもの）]            

○治山事業（森林課）                   440,000千円 

    （既定予算とあわせ 2,903,009 千円） 

令和元年１０月２５日の大雨により発生した山地災害箇所の復旧を行うほか、早急に治山 

対策を行う箇所を前倒しで実施するため、事業費を増額します。 

  ［事業内容］ 

・山地治山事業         85,000千円 

   ・治山施設災害関連事業     355,000千円 
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＜施設の耐震化＞ 

 

○県立学校における安全対策（教育施設課）    750,860 千円（R1 1,832,600 千円） 

  全ての県立学校における屋内運動場等の天井の落下防止対策を令和２年度中に完了させます。

また、老朽化した校舎等の解体を行います。 

 ［事業内容］ 

  １ 県立学校非構造部材対策事業   664,860千円（R1 1,704,000千円） 

   ［実施内容］屋内運動場等における天井材（非構造部材）、照明器具等の落下防止対策工事 

   ［事業箇所］改修工事 32校34棟 

  ２ 県立学校老朽化対策事業          86,000千円（R1 128,600千円） 

   ［実施内容］耐震性の不足により使用を中止した校舎の解体 

   ［事業箇所］工事 2校 2 棟 

 

 

 

 

○私立学校耐震化緊急促進事業（学事課） 686,000千円（R1 473,000千円） 

  私立学校における校舎等の耐震化の促進を図るため、耐震化に要する経費の一部を助成  

します。 

 ［補 助 先］学校法人立等の幼稚園、小学校、中学校、高等学校 

 ［対象経費］耐震診断に要する経費 

耐震改修に要する経費 

改築に要する経費 

 ［補 助 率］1/2 
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○住宅・建築物の耐震化サポート事業（建築指導課） 80,300千円（R1 117,200千円） 

住宅等の耐震化を促進するため、住宅等の耐震診断や耐震改修に対する補助等の事業を  

市町村が実施する場合に、経費の一部を助成します。 

 ［事業内容］ 

  ・住宅等の耐震化事業                 46,700千円（R1 87,200千円） 

［補助対象］ 戸建住宅の耐震診断・補強設計・工事監理・耐震改修 

戸建住宅の補強設計・耐震改修等をセットにした総合的支援メニュー 

戸建住宅以外の耐震診断  等 

［補 助 率］ 耐震診断、補強設計、工事監理：国1/3、県1/6、市町村1/6 

総合的支援メニュー：定額補助 最大100万円（国1/2、県1/4、市町村1/4） 

戸建住宅の耐震改修：国11.5%、県5.75%、市町村5.75% 

・緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断事業       19,500千円（R1 17,000千円） 

   ［補助対象］ 緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断（1次路線） 

［補 助 率］ 高規格幹線道路等沿道建築物の耐震診断：国1/2、県1/2 

その他1次路線の沿道建築物の耐震診断：国1/3、県1/6、市町村1/6 

・コンクリートブロック塀等安全対策            14,100千円（R1 13,000千円） 

   ［補助対象］ 市町村が指定する民間のブロック塀等の診断、除却 

   ［補 助 率］ 診断、除却：国1/3、県1/6、市町村1/6 

 

 

 

 

○夷隅合同庁舎再整備事業【新規】（資産経営課） 32,000千円 

  老朽化が著しく耐震性が低い夷隅合同庁舎の再整備を行います。 

  また、再整備にあたっては、防災備蓄倉庫を集約するなど、地域の防災活動拠点として必要

な機能を確保できる近隣の土地に移転したうえで、建て替えます。 

［経費内訳］ 

・基本設計    24,000千円 

・地質調査等  8,000千円 

［整備期間］令和2年度～令和6年度 

［入居機関］夷隅地域振興事務所、茂原県税事務所大多喜支所、夷隅農業事務所 

夷隅土木事務所大多喜出張所、東上総教育事務所夷隅分室 
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○山武合同庁舎再整備事業（資産経営課） 200,000 千円（R1 71,000 千円） 

（債務負担行為 410,000千円） 

  山武合同庁舎の老朽化及び耐震性不足に対応するため、周辺の東金合同庁舎等と集約の上、

再整備を行い、県民の利便性の向上を図ります。 

  再整備にあたっては、東金合同庁舎の敷地内に仮設庁舎を建て、山武合同庁舎から一時的に

移転し、その間に現在の庁舎の解体、新庁舎の建設を行います。 

［令和2年度の経費内訳］ 

・新 庁 舎：実施設計 123,000千円、家屋調査等 27,920千円 

・仮設庁舎：仮設設置準備工事 9,600千円、家屋調査 19,050千円、賃貸借 20,430千円 

［債務負担行為の内訳］ 

 ・現山武合同庁舎の解体工事 198,000千円以内（令和2年度～令和3年度） 

 ・仮設庁舎の賃貸借     212,000千円以内（令和2年度～令和5年度） 

［整備期間］令和元年度～令和8年度 

［入居機関］山武地域振興事務所、東金県税事務所、 山武農業事務所、山武土木事務所、 

東上総教育事務所山武分室 

 

 

 

 

○警察署等耐震改修整備事業（警察本部会計課）1,206,812 千円（R1 1,289,986 千円） 

  耐震化が必要な警察署等について、耐震改修工事を実施します。 

［事業内容］ 

  ・耐震改修工事 

茂原警察署   425,620千円 

    印西警察署   347,856千円 

都町庁舎    433,336千円 
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＜防犯対策等の強化＞ 

 

○街頭防犯カメラシステム整備事業（警察本部生活安全総務課） 

 79,501千円（R1 33,023千円） 

  犯罪の予防や発生時の迅速な対応を図るため、犯罪が多く発生する、駅周辺の繁華街に    

防犯カメラを増設し、令和２年度から１２０台体制で運用します。 

 ［事業内容］ 

  １ 既設置分 32,929千円 

・設置地区 千葉中央署、船橋署、松戸署、柏署の管内5地区 

・設置台数 50台（10台×5地区）  

  ２ 新 設 分 46,572千円 

・設置地区 市川署、習志野署、船橋東署、松戸署、市原署、成田署、八千代署の管内7地区 

・設置台数 70台（10台×7地区） 

 
 

 

 

○防犯カメラ映像等高度解析システムの整備【新規】（警察本部刑事総務課） 

 （債務負担行為 320,000千円） 

  県民の安全・安心を脅かす殺人等の凶悪犯罪をはじめ、電話ｄｅ詐欺や交通事故捜査などの 

あらゆる事件において、防犯カメラ等の映像を迅速かつ効率的に解析し、事件の早期解決に  

つなげるため、最新の高度映像解析技術を用いた本システムの令和３年度中の導入に向け、  

債務負担行為を設定します。 

［事業内容］ 

  ・防犯カメラ映像等高度解析システムの整備 
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○防犯ボックスを核とした地域防犯力・コミュニティ力向上事業（くらし安全推進課） 

121,800千円（R1 108,900千円） 

  防犯ボックスを活用し、地域の防犯ボランティアの活性化などによる地域防犯力の向上を  

図ります。 

 ［事業内容］  

  １ 県が設置した防犯ボックスの運用 35,800千円 

防犯ボックスを拠点とした県・市町村・警察・住民が連携した防犯体制の確立を目指し、  

県が設置した防犯ボックスを継続して運用します。 

   ［実施個所］3か所：千葉市中央区、柏市、船橋市 
   ［内訳］ 

    ・セーフティアドバイザーの配置（9人）        33,760千円  

    ・防犯ボックスの運用管理              2,040千円 

２ 市町村が設置する防犯ボックスへの補助 86,000 千円 

    防犯ボックスの県内における普及を促進するため、市町村が主体となり地域の実情に 

合わせて実施する新たな防犯ボックスの初期費用や運営費について助成します。 

   ［補助対象］市町村 

   ［補助内容］①防犯ボックス設置費用（類似施設の移転、改修を含む） 

         （補助率 10/10 上限4,000千円） 

         ②勤務員人件費補助（3名分） ※防犯ボックス運営開始後5年間 

         （補助率 2/3 上限6,000千円） 

 

 

 

 

○「電話ｄｅ詐欺」被害防止広報・啓発事業 

（くらし安全推進課、警察本部生活安全総務課、少年課） 

130,525千円（R1 149,434千円） 

  依然として後を絶たない電話ｄｅ詐欺の防止対策として、「電話ｄｅ詐欺・悪質商法被害抑止    
コールセンター」の運営など、県民の防犯意識を高めるための広報・啓発を実施します。 

 ［事業内容］ 
  ・電話ｄｅ詐欺・悪質商法被害抑止コールセンター  102,484千円 

    ・電話ｄｅ詐欺被害防止ＣＭ放送             9,000千円 

・被害多発エリア集中啓発キャンペーン             9,060千円 

・ハガキによる家族からの呼掛け啓発          4,200千円 

  ・啓発グッズの作成等                    3,740千円 

  ・「電話ｄｅ詐欺」少年加担抑止事業          2,041千円 
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○交通安全県民運動（くらし安全推進課）       20,000千円（R1 13,929千円） 

  県民一人ひとりが交通安全に対する意識を高め、「交通安全県ちば」を確立させるため、四季の

交通安全運動等を通じて、県民総参加による交通安全活動を展開します。 

特に、交通事故死者数の減少を目指し、事故状況等を分析し、被害の多い高齢者向けの啓発を

強化するなど、事故の発生防止に効果的な取組を実施します。 

 ［事業内容］ 

  ・四季の交通安全運動の実施  6,000千円 

  ・事故防止に向けた広報啓発  14,000千円 

 

 

 

 

 ○交通安全施設整備事業（道路環境課、警察本部交通規制課） 

                       9,056,015千円（R1 9,026,330千円） 

  交通事故を防止するため、歩道等の整備、交差点改良や交通管制機器の整備、信号機・道路  

標識の設置、横断歩道の補修等を行います。 

 ［事業内容］ 

  ・補助事業 4,905,686千円（R1 5,334,738千円） 

    歩道整備、交差点改良等  3,207,800千円 （R1  3,541,000千円） 

    交通管制機器、信号機の新設・改良、標識・標示整備等 

1,697,886千円 （R1 1,793,738千円） 

  ・単独事業  4,150,329千円（R1  3,691,592千円） 

    歩道整備、交差点改良等  2,652,200千円 （R1  2,319,000千円） 

    信号機の新設・改良・更新、標識・標示整備、横断歩道の補修 等 

1,498,129千円 （R1 1,372,592千円） 

 

 

 

 

○性犯罪・性暴力被害者支援事業（くらし安全推進課）25,500千円（R1 25,287千円） 

  性犯罪・性暴力被害者の方が安心して相談できるきめ細かな支援を提供するため、被害者支援

団体や警察・医療機関等との連携による総合的な支援体制を整備します。 
 [主な事業] 

  ・ワンストップ支援センター事業費への補助 23,988千円  

  ・広報啓発物資の作成             1,394千円 
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○ＤＶ等の防止及び被害者支援の推進【一部新規】（男女共同参画課） 

229,438 千円（R1 170,101 千円） 

  ドメスティック・バイオレンス等の防止及び被害者支援の推進を図るため、相談、一時保護、

広報啓発等の事業を実施します。令和２年度は、特に児童相談所との連携強化やインターネット

等による広報啓発の拡充により、ＤＶ被害者の早期発見に取り組みます。 

 ［主な事業］ 

  １ 相談支援体制の充実         189,457千円（R1 165,312千円） 

   ・女性サポートセンターにおける電話相談、一時保護の実施等 151,723千円 

   ・地域配偶者暴力相談支援センターにおける相談の実施     37,734千円 

２ 児童相談所等の関係機関との連携強化  6,836千円（R1   683千円） 

   ・児童相談所におけるDV相談等の実施【新規】  5,170千円 

   ・関係機関との合同研修による職員の資質向上  1,666千円 

  ３ DVの早期発見に向けた広報啓発     16,744千円（R1  4,106千円） 

   ・スマートフォン利用者などへのインターネット広報啓発【新規】 4,885千円 

   ・DV防止キャンペーンでの広報啓発    3,907千円 

   ・啓発物資の配布            6,302千円 

   ・DV予防教育の推進           1,650千円 

 
 
 
 

○警察署庁舎整備事業（警察本部会計課）  183,364千円（R1 238,735千円） 

（債務負担行為 2,946,000千円） 

警察体制の強化と県民の利便性向上を図るため、老朽化及び狭隘化が著しい警察署の建替えを

実施します。 

［事業内容］ 

 ・館山警察署（建設工事）     2,748千円 

        （債務負担行為 2,746,000千円） 

・旭警察署 （実施設計）    127,460千円 

       （債務負担行為  200,000千円） 

・富津警察署（基本設計）【新規】 53,156千円 

 

 

 

 

○交番・駐在所整備事業（警察本部会計課）    1,100,668千円（R1 559,687千円） 

  地域の安全を守る交番・駐在所の建替等を実施します。 

 ［事業内容］ 

  ・建替（工事 18か所、設計 14か所） 848,352千円 

  ・改修（工事 16か所、設計 17か所） 252,316千円 
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